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○各項目で表示単位未満の数値を四捨五入しています。そのため、表中で合計が一致しない

部分があります。 

○文書中の下線部につきましては用語解説で解説しています。 



〔１〕まえがき 

 

  １．作成の背景 

    地方公共団体の財務会計は、現金主義がとられており、歳入・歳出の収支計算により決算書

を作成しています。 

そのため、平成 12年 4月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（地

方分権一括法）」が施行され、地方分権の流れが加速するのと歩調を合わせ、地方公共団体は既

存の経常収支比率などの現金収支にかかる情報を中心とした財政指標だけでなく、資産や負債

などの情報やコストを意識し、財政状況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法

の導入が必要とされるようになってきました。 

    その後、平成 18年 8月に総務省は「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」を定め、発生主義・複式簿記の考え方を取り入れた公会計の整備が掲げられ、平成 19年 10

月には財務諸表の作成モデルが示され、平成 21年度までに作成及び公表が要請されました。 

このことを踏まえ、本市においても新地方公会計制度により平成 21年度から財務諸表を作成

しました。作成にあたっては基準モデルまたは総務省方式改訂モデルを選択しなければなりま

せんが、作成団体も多く、他団体との比較も容易な総務省方式改訂モデルを採用しました。総

務省方式改訂モデルは主に昭和 44年からの地方財政状況調査（決算統計）のデータをもとに作

成しております。 

 

 ２．財務諸表の特徴 

  公表する財務諸表は、「貸借対照表」・「行政コスト計算書」・「純資産変動計算書」・「資金収支

計算書」の 4表となります。財務諸表の特徴は以下のとおりとなります。 

 

【財務諸表の特徴】 

 

財務諸表 特　　　　徴

貸借対照表
民間企業にもあるもので、年度末における市の保有する資産とその資産をどの
ような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを示した表です。

行政コスト計算書

民間企業でいう「損益計算書」にあたるもので、1年間の行政サービスに要する
経常行政コストに対して、どれくらいの受益者負担（経常収益）があり、その差引
の純経常行政コストがどれくらいあるかを示した表です。
したがって、民間企業の「損益計算書」とは異なり、収益は受益者負担に関する
使用料等のみ計上され、受益者負担以外の収益、臨時損益や評価損失は純
資産変動計算書に計上されます。

純資産変動計算書
民間企業でいう「株主資本等変動計算書」にあたるもので、貸借対照表の純資
産が1年間にどのような理由により変動があるかを示した表です。

資金収支計算書
民間企業でいう「キャッシュ・フロー計算書」にあたるもので、普通会計では歳計
現金、連結では資金の1年間の動きを示した表です。   

 

３．作成基準日 

作成基準日は、平成 24 年 3 月 31 日（平成 23年度末）とします。なお、出納整理期間のある

会計については、平成 24年 4月 1 日から 5月 31日までの出納整理期間（3月 31 日の年度末ま

でに、処理できなかった未収未払を処理する期間）の収支は、基準日までに終了したものと見

なして処理しています。 
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４．財務諸表の関係 

財務諸表については総務省方式改訂モデルを採用しているため、主に地方財政状況調査（決

算統計）や決算書のデータから総務省の基準により作成しています。このデータから財産の取

得等やそのための財源については貸借対照表に、人的・給付サービス等の費用、使用料・手数

料や分担金・負担金・寄附金の受益者負担の収入は行政コスト計算書に、税収や地方交付税、

臨時損益などは純資産変動計算書に計上されます。また、普通会計では歳計現金、連結では資

金の 1年間の動きを収支活動別に分類したものが資金収支計算書になります。 

なお、財務 4表の一致する部分については以下のとおりとなります。 
 

【財務諸表の関係】 

一致

うち

歳計現金

または資金

一致

純資産
一致

地方財政状況調査（決算統計）・決算書

資産
負債

経常行政コスト

△純経常行政コスト

期首残高

収入

期末残高

資金収支計算書

期末残高

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書

（差引）
純経常行政コスト

△経常収益
△支出

期首残高

評価替えなど

財産取得やそのた
めの財源

人的・給付サービス
等の費用や
受益者負担

税収や地方交付税
や臨時損益

歳計現金又は資金
の1年間の動きを活

動別に分類

 
 

５．財務諸表の現状と今後の方針 

   昨年度に引き続き、経年比較を行い、改善や悪化した原因分析を行いました。その結果、昨

年度と比較して、大きく変化した部分もありましたが、ほとんどの部分で大きな変化はありま

せんでした。 

   また、国の施策による影響が増減の大きな原因となることが多くありますが、本年度は大き

く変化は受けませんでした。 

    今後においては、財務諸表の作成と財政運営がリンクしない状態であるため、原因分析に基

づき財政運営にどのように役立てていくかが課題となります。 
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〔２〕普通会計の財務諸表 

 
 １．対象会計と対象内容 

  普通会計とは、地方自治体ごとに各会計の範囲が異なっている等の理由により、決算統計のため

に統一的に用いられる会計区分です。当該年度の本市における対象会計と対象内容は以下のとおり

です。 

 

【普通会計の対象会計と対象内容】 

対象内容

以下の部分を除いて全て対象です。
後期高齢者健診費
【後期高齢者医療特別会計に組替】
ただし、繰入金・繰出金は相殺します。

鉄道経営対策事業
特別会計

全て対象となります。
ただし、繰入金・繰出金は相殺します。

富弘美術館事業
特別会計

全て対象となります。
ただし、繰入金・繰出金は相殺します。

対象会計

一般会計

特別会計
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 11,381,809

①生活インフラ・国土保全 28,568,483 (2) 長期未払金

②教育 31,171,536 ①物件の購入等

③福祉 2,418,451 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 765,628 ③その他

⑤産業振興 9,029,054 長期未払金計 0

⑥消防 805,613 (3) 退職手当引当金 3,314,215

⑦総務 6,686,356 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 79,445,121 固定負債合計 14,696,024

(2) 売却可能資産 37,462

公共資産合計 79,482,583 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,308,568

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,852,503 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 158,285

投資及び出資金計 2,852,503 流動負債合計 1,466,853

(2) 貸付金 228,570

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 16,162,877

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,031,239

③土地開発基金 550,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 8,840,516

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,581,239 ２　公共資産等整備一般財源等 71,930,584

(4) 長期延滞債権 427,788

(5) 回収不能見込額 △ 69,318 ３　その他一般財源等 △ 3,329,686

投資等合計 6,020,782

４　資産評価差額 8,115

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 77,449,529

①財政調整基金 6,688,081

②減債基金 255,630

③歳計現金 1,046,211

現金預金計 7,989,922

(2) 未収金

①地方税 111,234

②その他 7,959

③回収不能見込額 △ 74

未収金計 119,119

流動資産合計 8,109,041

資　　産　　合　　計 93,612,406 負 債 ・ 純 資 産 合 計 93,612,406

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち15,322,340千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 22,865,768 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 12,690,377 千円 12,690,377 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 54,795 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,227,968 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 379,324 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,495,301 千円 3,495,301 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 18,003 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 27,150,380 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 11,626,465 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 201,575 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 15,322,340 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 4,284,612 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は24,846,140千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は56,337,984千円です。

貸借対照表
(平成24年3月31日現在)

54,795

6,227,968

0

2,188,503

561,147

5,075,827

7,300,476

0

379,324

18,003

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

425,625

526,291

1,797,617

2,141,687

0

0

23,404

197,349

7,300,476

1,663,502

0

0

210,573

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・

引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額
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普通会計の貸借対照表から分かること 

 

○普通会計の貸借対照表の概要は？ 

 貸借対照表は大きく資産・負債・純資産の 3 つに分類され、普通会計の全体額及び市民 1 人当た

りに換算した額は以下のとおりとなります。 

 

【普通会計の財務諸表（概要）】 

資産総額 100.0%

普通会計 936億1,240万6千円
市民１人当たり 178万8千円

負債総額（返済の必要なもの） 17.3%
普通会計 161億6,287万7千円
市民１人当たり 30万9千円

純資産総額（返済の必要ないもの） 82.7%
普通会計 774億4,952万9千円
市民１人当たり 147万9千円

 

市民１人当たりは H24.3.31 住民基本台帳人口 52,358 人で算定 

 

上記のとおり、普通会計の資産総額は 936 億 1,240 万 6 千円で、返済が必要な負債総額は 161 億

6,287 万 7千円、返済の必要のない純資産総額は 774 億 4,952 万 9千円となっています。 

人口１人当たりにすると、資産は 178 万 8 千円で、返済が必要な負債が 30万 9千円で、返済の必

要のない純資産が 147 万 9千円となっています。 

 

 ○資産の内訳と前年度比較は？ 

  資産は公共資産、投資等及び流動資産に分類され、前年度と比較すると以下のとおりとなります。 

 

  【資産の内訳と前年度比較】 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
公 共 資 産 80,732,140 80,396,631 79,482,583 △ 914,048 △ 1.1
投 資 等 6,274,693 6,160,661 6,020,782 △ 139,879 △ 2.3
流 動 資 産 6,427,555 6,978,597 8,109,041 1,130,444 16.2
合 計
(資産総額)

93,434,388 93,535,889 93,612,406 76,517 0.1

項　　目
対前年度比較

 

 

     

0

50,000,000

100,000,000

公共資産 投資等 流動資産

平成21年度 平成22年度 平成23年度
資産

千円
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  ア 公共資産 

公共資産は資産で最も大きい割合を占めており、794 億 8,258 万 3千円となり、前年度と比較す

ると 9億 1,404 万 8千円の減少で割合では 1.1％の減少となっています。この中で主なものは、市

が保有する土地・建物などの固定資産で売却可能でない有形固定資産が 794 億 4,512 万 1 千円と

なっており、財産の取得等による資産の増加（14 億 7,005 万 8 千円）よりも、減価償却による資

産の減少（23億 7,734 万 2千円）の方が大きくなり、全体が減少した主な要因となっています。 

 

  イ 投資等 

投資等は公営企業や他団体への出資金・出損金である「投資及び出資金」、奨学金などの「貸付

金」及び固定性の高い特定目的基金や定額運用基金の「基金等」などが該当します。本年度の投

資等の金額は 60億 2,078 万 2千円で 1億 3,987 万 9千円の減少となっております。これは特定目

的基金の減少（1億 1,951 万 9千円）が主な要因となっています。 

 

  ウ 流動資産 

   流動資産は流動性の高い財政調整基金や減債基金、歳計現金などの「現金預金」、地方税や使用

料・手数料などの「未収金」が該当します。本年度の流動資産は 81億 904 万 1千円で 11億 3,044

万 4 千円の増加となっております。これは財政調整基金の増加（11 億 2,011 万 2 千円）が主な要

因となっています。 

 

 ○有形固定資産の行政目的別の内訳と前年度比較は？ 

有形固定資産の内訳は以下のとおりとなります。有形固定資産の中で最も多いのは、教育が 311

億 7,153 万 6千円で 39.2％、次に生活インフラ・国土保全が 285 億 6,848 万 3千円で 36.0％、次い

で、産業振興、総務、福祉、消防、環境衛生の順となっています。 

教育が最も多い理由は、最近では平成 19・20 年度に市民体育館の整備に約 14 億 9 千万円、平成

19 年度に小学校の大規模改修に約 1 億 3 千万円など教育施設の整備に多く費やしていることによる

ものです。 

前年度と比較して、全体としては減少しておりますが、消防のみ増加しています。増加の要因と

しましては、消防ポンプ自動車の購入(1,531 万 4 千円)などにより消防の資産が 3,999 万 8 千円の増

加したのに対し、減価償却費による資産の減少が 3,096 万 9 千円と小さいためです。 

 

【有形固定資産の内訳と前年度比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：千円・％】

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

生活ｲ ﾝﾌ ﾗ・

国 土 保 全 28,696,095 35.6 28,811,924 35.9 28,568,483 36.0 △ 243,441 0.1

教 育 31,733,091 39.3 31,478,115 39.2 31,171,536 39.2 △ 306,579 0.0
福 祉 2,524,136 3.1 2,436,726 3.0 2,418,451 3.0 △ 18,275 0.0
環 境 衛 生 884,572 1.1 828,871 1.0 765,628 1.0 △ 63,243 0.0
産 業 振 興 9,543,253 11.8 9,292,628 11.6 9,029,054 11.4 △ 263,574 △ 0.2
消 防 802,404 1.0 796,584 1.0 805,613 1.0 9,029 0.0
総 務 6,520,319 8.1 6,707,557 8.3 6,686,356 8.4 △ 21,201 0.1

有形固定資産合計 80,703,870 100.0 80,352,405 100.0 79,445,121 100.0 △ 907,284 -

項　　目
平成22年度 平成23年度 対前年度比較平成21年度
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○負債の内訳と前年度比較は？ 

  負債は固定負債、流動負債に分類されますが、固定負債は 146 億 9,602 万 4 千円、流動負債は 14

億 6,685 万 3 千円になっています。固定負債で最も大きいのが地方債で 113 億 8,180 万 9 千円とな

っています。前年度と比較すると、固定負債及び流動負債ともにほぼ横ばいとなっています。 

 

 【負債の内訳と前年度比較】 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○純資産の内訳は？ 

純資産は公共資産等整備国県補助金等、公共資産等整備一般財源等、その他一般財源等、資産評

価差額に分類されます。 

公共資産等整備のための国県補助金である公共資産整備等国県補助金等が 88 億 4,051 万 6 千円、

公共資産等整備のための一般財源等である公共資産等整備一般財源等が 719 億 3,058 万 4 千円、そ

れ以外の財源であるその他一般財源等は△33 億 2,968 万 6 千円、売却可能資産に計上した資産の評
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平成21年度 平成22年度 平成23年度有形固定資産

千円

生活ｲﾝﾌﾗ・
国土保全 教育 福祉 環境

衛生

産業

振興

消防 総務

0

10,000,000

20,000,000

固定負債 流動負債

平成21年度 平成22年度 平成23年度負債

千円

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
固 定 負 債 14,439,794 14,779,343 14,696,024 △ 83,319 △ 0.6
流 動 負 債 1,349,326 1,518,895 1,466,853 △ 52,042 △ 3.4
合 計
( 負債総額)

15,789,120 16,298,238 16,162,877 △ 135,361 △ 0.8

項　　目
対前年度比較

7



価替えによって生じた差額である資産評価差額は 811 万 5千円となります。 

前年度と比較すると、全体的に微増しており、公共資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備

一般財源等が微減に対し、その他一般財源等が大幅に増加しています。これは借方に連動しており、

借方の公共資産及び投資等が減少しているため、その財源である公共資産等整備国県補助金等及び

公共資産等整備一般財源等も減少し、借方の流動資産が増加しているため、その財源であるその他

一般財源等が増加しています。 

 

 【純資産の内訳と前年度比較】 

   

 

 【純資産の内訳と前年度比較】 

   

-20,000,000

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度純資産
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国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等 その他一般財源等 資産評価差額

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
公共資産等 整備
国 県 補 助 金 等

9,118,268 9,046,402 8,840,516 △ 205,886 △ 2.3

公共資産等 整備
一 般 財 源 等

72,299,585 72,354,119 71,930,584 △ 423,535 △ 0.6

そ の 他
一 般 財 源 等

△ 3,778,770 △ 4,170,252 △ 3,329,686 840,566 20.2

資 産 評 価 差 額 6,185 7,382 8,115 733 9.9
合計(純資産総額) 77,645,268 77,237,651 77,449,529 211,878 0.3

項　　目
対前年度比較
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３.行政コスト計算書



普通会計の行政コスト計算書から分かること 
 
○普通会計の行政コスト計算書の概要は？ 

 
【普通会計の行政コスト計算書（概要）】 

【単位：千円】
項　　目 普通会計全体額 市民１人当たりの額

経 常 行 政 コ ス ト 15,915,988 304
経 常 収 益 639,390 12

（差引）純経常行政コスト 15,276,598 292  

市民１人当たりは H24.3.31 住民基本台帳人口 52,358 人で算定 

 
 人的・給付サービス等の 1 年間の行政サービスにかかる経費である経常行政コストが 159 億 1,598

万 8千円、これに対する受益者負担（経常収益）は 6億 3,939 万円、差引の純経常行政コストは 152

億 7,659 万 8千円となっています。 

 

 

○経常行政コストの分類と前年度比較は？ 

 性質別と行政目的別に分類されます。性質別は支出の性質に応じた分類で、行政目的別は総務費

や民生費などの行政の事業目的に応じた分類になります。 

 

・性質別 

【経常行政コストの性質別と前年度比較】 
【単位：千円・％】

平成21年度 平成22年度 平成23年度
金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率

人 に か か る コ ス ト 3,054,532 3,317,605 3,070,889 △ 246,716 △ 7.4
物 に か か る コ ス ト 5,032,282 5,139,467 4,993,225 △ 146,242 △ 2.8
移転支出的なコスト 8,426,012 7,817,644 7,646,507 △ 171,137 △ 2.2
そ の 他 の コ ス ト 218,106 189,491 205,367 15,876 8.4

合計(経常行政コスト） 16,730,932 16,464,207 15,915,988 △ 548,219 △ 3.3

項　　目
対前年度比較

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 性質別でみると、人にかかるコスト、物にかかるコスト及び移転支出的なコストが減少し、その
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他のコストが増加していることがわかります。減少割合の大きい人にかかるコストは、人件費及び

退職手当引当金の減少によるものです。次に減少割合の大きい物にかかるコストは、平成 22 年度で

事業が終了したことによるものが大きな要因を占めています。主なものとしては、ICT 整備事業で

デジタルテレビ購入費の皆減(△3,234 万円)や学習指導要領による教科書購入費の皆減(△1,559 万 2

千円)となっています。 

 増加したその他のコストは、支払利息は減少(△312 万 9千円)しましたが、回収不能見込計上額が

増加(1,900 万 5 千円)したことによるものです。 

 

・行政目的別 

【経常行政コストの行政目的別と前年度比較】 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
生 活 ｲ ﾝ ﾌ ﾗ ・ 国 土 保 全 1,664,398 1,629,081 1,371,016 △ 258,065 △ 15.8

教 育 2,690,582 2,843,279 2,675,769 △ 167,510 △ 5.9
福 祉 6,314,124 6,179,078 6,380,267 201,189 3.3
環 境 衛 生 1,384,788 1,207,098 1,186,395 △ 20,703 △ 1.7
産 業 振 興 1,326,119 1,362,160 1,216,175 △ 145,985 △ 10.7
消 防 886,616 800,088 715,404 △ 84,684 △ 10.6
総 務 2,041,848 2,044,304 1,905,642 △ 138,662 △ 6.8
議 会 204,351 209,628 259,953 50,325 24.0
支 払 利 息 185,061 167,541 164,412 △ 3,129 △ 1.9

回収不能見込計上額 33,045 21,950 40,955 19,005 86.6
そ の 他 行 政 コ ス ト 0 0 0 0 －

合 計 ( 経 常 行 政 コ ス ト ) 16,730,932 16,464,207 15,915,988 △ 548,219 △ 3.3

項　　目
対前年度比較

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

行政目的別の主な増減を見てみると、福祉、議会及び回収不能見込計上額が増加し、それ以外は

減少しています。増加した行政目的を見てみると、福祉は子ども手当の増加(1 億 1,765 万 8 千円)

及び介護・訓練給付費の増(4,586 万円)が主な要因となります。議会では議員共済会負担金の増加

(6,831 万円)が主な要因となります。回収不能見込計上額は名前のとおり、回収不能見込計上額の増

加によるものです。 
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○経常収益の分類と前年度比較は？ 

 
【経常収益と前年度比較】 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
使 用 料 ・ 手 数 料 406,463 377,519 319,471 △ 58,048 △ 15.4

分担金・負担金・寄附金 351,551 357,663 319,919 △ 37,744 △ 10.6
合 計 ( 経 常 収 益 ) 758,014 735,182 639,390 △ 95,792 △ 13.0

項　　目
対前年度比較

 
 
   

 

 
 
 
 
 
   前年度と比較すると、使用料・手数料及び分担金・負担金・寄附金ともに減少しています。使

用料・手数料は指定管理者に対して使用料の納入方法を変更したことによる減(△3,070 万 6 千円)

や、かたくりの湯温泉ポンプ工事による一時休業に伴う使用料の減(△797 万 6千円)が主な要因と

なっています。分担金・負担金・寄附金は、寄附金の減（△4,118 万 4千円）が主な要因となって

います。 

0

200,000

400,000

600,000

使用料・手数料 分担金・負担金・寄附金
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４.純資産変動計算書



普通会計の純資産変動計算書から分かること 
 

○普通会計の純資産の概要は？ 
 平成 22 年度の純資産額である期首純資産残高の 772 億 3,765 万 1 千円に対し、平成 23 年度の純

資産額である期末純資産残高は774億4,952万9千円と、2億1,187万8千円の増加となっています。 

 

 【普通会計の純資産変動計算書（概要）】 

    

 

 

 

 

 

 

市民１人当たりは H24.3.31 住民基本台帳人口 52,358 人で算定 

 

○増減要因は？ 

 前年度と比較しますと、純経常行政コストが減少し、一般財源も増加したため、純資産が全体的

に増加となり、増加額 2億 1,187 万 8千円と平成 22年度よりも 6億 1,949 万 5千円大きくなってい

ます。純経常行政コストでは行政コスト計算書で記述したとおり減少となっており、一般財源では

市税や地方交付税が大きく増加したためです。 

 【純資産変動計算書の増減要因】 

 

 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
純経常行政コスト △ 15,972,918 △ 15,729,025 △ 15,276,598 452,427 2.9
一 般 財 源 11,519,141 11,505,162 12,059,247 554,085 4.8
補 助 金 等 受 入 4,134,559 3,723,430 3,435,915 △ 287,515 △ 7.7
臨 時 損 益 118,333 91,619 △ 7,919 △ 99,538 △ 108.6
資 産 評 価 替 え
に よ る 変 動 額

△ 13,361 1,197 733 △ 464 △ 38.8

無償受贈資産受
入

0 0 500 500 －

そ の 他 0 0 0 0 －
合 計 △ 214,246 △ 407,617 211,878 619,495 152.0

項　　目
対前年度比較

【単位：千円】
普通会計全体額 市民１人当たりの額

77,237,651 1,475
純 経 常 行 政 コ ス ト △ 15,276,598 △ 292
一 般 財 源 12,059,247 230
補 助 金 等 受 入 3,435,915 66
臨 時 損 益 △ 7,919 0

資産評価替え によ る変 動額 733 0
無 償 受 贈 資 産 受 入 500 0
そ の 他 0 0

77,449,529 1,479期 末 純 資 産 残 高

増
減
要
因

項　　目

期 首 純 資 産 残 高
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 　

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は600,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

資金収支計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

164,412

1,376,013

61,508

13,169,255

3,252,741

2,566,664

3,926,120

1,821,797

288,505

313,774

1,046,600

176,425

6,193,164

4,351,762

3,214,623

318,706

1,470,058

13,917

1,596,096

221,292

112,121

1,175,281

17,078,840

3,909,585

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 1,014,397

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

8,000

290,864

357,900

898

1,609

581,699

0

318,839

0

0

1,179,024

432,596

0

3,268,493

0

1,358,009

17,032

1,029,179

1,046,211

11,867

59,631

390,337

△ 2,878,156

0

1,522,421
1,121,220
1,256,173

18,050,876
1,404,500

0
18,033,844
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普通会計の資金収支計算書から分かること 

 

○普通会計の資金収支計算書の概要は？ 

 性質に応じて経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支の 3つの部に分類されます。 

 経常的収支の部が 39億 958 万 5千円の余剰となります。これに対し、公共資産整備収支の部では

10億 1,439 万 7 千円の不足、投資・財務的収支の部では 28 億 7,815 万 6 千円の不足となります。 

 

 【普通会計の資金収支計算書（概要）】 

【単位：千円】
普通会計全体額 市民1人当たりの額

1,029,179 20
3,909,585 74

△ 1,014,397 △ 19
△ 2,878,156 △ 55

0 0

1,046,211 20

項　　目
期 首 歳 計 現 金 残 高

期 末 歳 計 現 金 残 高

経 常 的 収 支 の 部
公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
当 年 度 短 期 借 入 金
(翌年度繰上充用金)増減額

 

市民１人当たりは H24.3.31 住民基本台帳人口 52,358 人で算定 

 

 ○増減要因は？ 

（１）経常的収支の部 

    経常的収支の部では、収入合計及び支出合計の額ともにほぼ横ばいとなっており、経常的

収支額全体もほぼ横ばいとなっています。 

（２）公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部では、収入合計及び支出合計の額ともに減少しています。収入合計

はほぼ横ばいですが、支出合計の減少額が非常に大きくなっています。支出合計の減少額が

大きいものとしましては、道路新設改良工事の減(△4億 8,267 万 4千円)や学校耐震補強事業

の減(△1億 1,453 万 9 千円)になります。 

 （３）投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部では、収入合計及び支出合計の額ともに増加しています。収入合計

はほぼ横ばいですが、支出合計の増加額が非常に大きくなっています。支出合計の増加額が

大きいものとしましては、財政調整基金の積立額の増加による基金積立金の増（4 億 5,186

万円）や償還額の増加により地方債償還額の増(1億 629 万 9千円)によるものです。 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減額 増減率
経 常 的 収 支 の 部 4,013,571 4,007,295 3,909,585 △ 97,710 △ 2.4

公共資産整備収支の部 △ 1,787,511 △ 1,905,810 △ 1,014,397 891,413 46.8
投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部 △ 2,226,004 △ 2,125,849 △ 2,878,156 △ 752,307 △ 35.4

当 年 度 短 期 借 入 金
(翌年度繰上充用金)増減額

0 0 0 0 －

項　　目
対前年度比較

 

 

 

17



 

 

 

 

 

 

 

 

 

○３つの分類の資金関係は？ 

 経常的収支の部は余剰、公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部は不足となりますが、公

共資産整備に要する建設事業や投資・財務的収支に要する地方債の償還には大きな資金が必要とな

るため、経常的収支の部の余剰分で穴埋めをすることにより補っています。 

 

  【資金収支計算書の資金相関図】 

2　公共資産整備収支の部

不足

1　経常的収支の部 　不足部分の穴埋め

余剰

3　投資・財務的収支の部

不足
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収支の部

当年度短期借入金

(翌年度繰上充用金）増減額
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〔３〕普通会計の財務諸表の指標分析 

 

１．資産老朽化比率 

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算する

ことにより、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握する

ことができます。 

  資産老朽化比率が高い場合は、償却資産が全体として老朽化している表れであり、近い将来に維

持更新のための投資が必要となる可能性が高くなります。 

 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得価額（※）×100  

 （※）償却資産取得価額＝有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

減価償却累計額 A 51,586,261 53,960,642 56,337,984
有形固定資産合計 B 80,703,870 80,352,405 79,445,121

土地 C 23,892,777 24,455,519 24,846,140
資産老朽化比率 A÷(B-C+A)×100 47.6 49.1 50.8

項　　目

資産老朽化比率

 

   ※平均的な数値の範囲 35～50％（ぎょうせい刊『新地方公会計制度の徹底解説』より。以下同じ｡） 

 

【本市の状況】 

  本市の平成 23 年度の資産老朽化比率は 50.8％で、1.7％の微増となってしまい、平均的な数値の

範囲 35～50％の範囲外となりました。理由としましては、財源不足による有形固定資産の整備の減

少により、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合が増加したこと、また、解体した資

産等も含まれており、資産台帳が未整備のため除去できないことが原因と考えられます。 

今後においては、早急に資産台帳の整備を行い、適切な資産老朽化比率の算定に努める必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまで

の世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。 
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また、地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を

見ることができます。 

純資産は過去及び現世代の負担により形成された財産の額を示しており、公共資産合計に対する

純資産の割合は、現存する社会資本（公共資産）のうち、どれだけがこれまでの世代の負担（既に

納付された税金等）で賄われたかを示すものです。公共資産は、それを使用することにより市民サ

ービスを生み出すものであり、純資産比率が高ければ、これまでの世代が負担した税金等で形成さ

れた資産から将来にわたってサービスが受けられるため、将来世代の負担が少ないことになります。

逆に、公共資産合計に対する地方債残高の割合が高ければ高いほど、今後の地方債の償還が多く、

これからの世代の負担が多くなるため、将来世代の負担が大きいことになります。 

なお、地方債のうち赤字地方債や、純資産のうち基金や貸付金の財源となったものなどは、社会

資本整備に直接関連しておらず、厳密に社会資本整備の世代間負担比率を算定するためには、これ

らを除く必要があります。こうしたことから、過去及び現世代負担比率と将来世代の負担比率を合

わせても 100％にはならないことに注意が必要です。 

 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100 

  

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

純資産合計 A 77,645,268 77,237,651 77,449,529
地方債残高 B 12,230,896 12,643,886 12,690,377

公共資産合計 C 80,732,140 80,396,631 79,482,583
社会資本形成の過去及び現世代負担比率 A÷C×100 96.2 96.1 97.4

社会資本形成の将来世代負担比率 B÷C×100 15.1 15.7 16.0

項　　目

社会資本形成の世代間負担比率

 

   ※平均的な数値の範囲 

     社会資本形成の過去及び現世代負担比率 50～90％ 

     社会資本形成の将来世代負担比率 15～40％ 

 

【本市の状況】 

本市の社会資本形成の過去及び現世代負担比率は97.4％で、平成22年度と比較して1.3％増加し、

平均的な数値の範囲 50～90％より高くなっていますが、これまでの世代が負担した税金等で形成さ

れた資産から将来にわたってサービスが受けられるため、将来世代の負担が平均的な数値より少な

いことを意味しています。 

なお、社会資本形成の将来世代負担比率は 16.0％で、前年度より 0.3％の微増となっていますが、

平均的な数値の範囲 15～40％の範囲内です。これは、公共資産の減少に対し、地方債が増加したた

めです。 
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３．歳入額対資産比率 

  歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の

歳入が充当されたか見ることができます。 

  歳入額対資産比率は、社会資本整備の度合いを示しており、この比率が高いほど社会資本整備が

進んでいると考えられます。 

 

歳入額対資産比率（年）＝資産合計÷歳入総額（※）

  歳入総額（※）は、平成 23 年度の決算統計の歳入合計 18,634,055 千円と財政調整基金の予算外

積立 446,000 千円の計となっています。 

 

【単位：千円・年】
　 平成21年度 平成22年度 平成23年度

資産合計 A 93,434,388 93,535,889 93,612,406
歳入総額 B 20,081,544 19,342,501 19,080,055

歳入額対資産比率 A÷B 4.7 4.8 4.9

項　　目

歳入額対資産比率

 

    ※平均的な数値の範囲 3.0～7.0 年 

 

【本市の状況】 

 本市の歳入額対資産比率は 4.9 で、前年度と比較すると 0.1 年の微増となっていますが、平均的

な数値の範囲 3.0～7.0 年の範囲内です。これは、資産が増加し、歳入総額が減少したためです。 
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４．受益者負担比率 

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。 

 受益者負担比率は、行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料や分

担金・負担金・寄附金の割合であり、受益者が負担しない部分については、市税や地方交付税、補

助金等により賄うことになります。したがって、受益者負担比率が他の団体に比べて特に高い場合

（あるいは低い場合）は、使用料・手数料や分担金・負担金・寄附金の水準を見直す必要がありま

す。 

 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

経常収益 A 758,014 735,182 639,390
経常行政コスト B 16,730,932 16,464,207 15,915,988

受益者負担比率 A÷B×100 4.5 4.5 4.0

　項　　目　

受益者負担比率

 

※平均的な数値の範囲 2～8％ 

 

【本市の状況】 

 本市の受益者負担比率は 4.0％で、前年度と比較すると 0.5％減少していますが、平均的な数

値の範囲 2～8％の範囲内です。原因としましては、一部の指定管理者からの使用料収入を市に納

入せずに、指定管理料から控除する方式に変更したことや、かたくりの湯工事に伴い使用料が減

少したものなどによるものです。 
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５．行政コスト対公共資産比率 

経常行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコス

トがかかっているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資

産が効率的に活用されているか）を分析することができます。 

 行政コスト対公共資産比率は、どれだけの社会資本でどれだけの行政サービスを実施している

かを示しています。行政コスト対公共資産比率が低い場合は、社会資本整備が進んでいるとも言

えますが、行政サービスの水準と比較して社会資本が過剰である可能性もあります。逆に、行政

コスト対公共資産比率が高い場合は、少ない社会資本で効率的に行政サービスを行っていると言

えますが、社会資本整備が不足している可能性もあります。このため、単に比率の高低だけでな

く、その中身を吟味する必要があります。 

 

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×100 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

経常行政コスト A 16,730,932 16,464,207 15,915,988
公共資産 B 80,732,140 80,396,631 79,482,583

行政コスト対公共資産比率 A÷B×100 20.7 20.5 20.0

項　　目

行政コスト対公共資産比率

 

※平均的な数値の範囲 10～30％ 

 

【本市の状況】 

 本市の行政コスト対公共資産比率は 20.0％で、前年度と比較すると 0.5％の微減となりました

が、平均的な数値である 10～30％の範囲内です。これは、公共資産に比べて経常行政コストの割

合が大きく減少したためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．行政コスト対税収等比率 

  純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービ

スのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄わ

れたかが分かります。 

  公共資産整備のための国県補助金や臨時損益、資産評価差額などの臨時的な少額による要因を除

くと、純資産の増減は、純経常行政コストと一般財源及び補助金受入となるため、行政コスト対税
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収等比率が 100％を下回っている場合は、純資産が増加していることを意味し、翌年度以降へ引き

継ぐ資産が蓄積されたか（資産の増加）、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたか（負

債の減少）、又はその両方を表します。逆に、行政コスト対税収等比率が 100％を上回っている場

合は、純資産が減少していることを意味し、過去から蓄積した資産が取り崩されたか（資産の減少）、

あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したか（負債の増加）、又はその両方を表します。また、

比率が 100％から乖離しているほど、それらの割合が高いことになります。 

 

行政コスト対税収等比率（％） 

＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））×100 

 

【単位：千円・％】
平成21年度 平成22年度 平成23年度

純経常行政コスト A 15,972,918 15,729,025 15,276,598
一般財源 B 11,519,141 11,505,162 12,059,247

補助金等受入(その他一般財源等) C 3,731,624 3,416,815 3,260,893

行政コスト対税収等比率 A÷（B+C)×100 104.7 105.4 99.7

項　　目

行政コスト対税収等比率

 

※平均的な数値の範囲 90～110％ 

 

【本市の状況】 

 本市の行政コスト対税収等比率は 99.7％で、前年度と比較すると 5.7％の大幅な減少となって

います。平均的な数値である 90～110％の範囲内ですが、本年度は大幅な減少に転じています。 

原因としては、様々な要因が考えられますが、地方債である臨時財政対策債の発行などにより

負債の大幅な増加となりましたが、それ以上に税収や地方交付税が増加したため、通常の行政サ

ービスに必要な経常的経費が賄え、大幅に減少したと考えられます。 

国の政策により左右されることもあるため、今後においても指標の減少に努めていくことが必

要となってきます。 
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〔４〕連結財務諸表 

 

１．連結対象と連結方法 

  自治体の行政サービスは多様な関係団体によって実施されていますが、その関係団体を連結して

ひとつの行政サービス実施主体としてとらえ、公的資金等によって形成された資産の状況、その財

源とされた負債・純資産の状況、さらには行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況など

を総合的に明らかにすることが、連結財務諸表の目的です。 

  なお、平成 22 年度末に公営事業会計の法適用の国民宿舎事業会計が廃止となり、普通会計に資産

が引き継がれましたが、資産台帳が未整備のため連結に反映されないため、財務諸表中の平成 22年

度末残高と一致しない箇所があります。 

 

【本市における連結対象及び連結方法】 

会計名又は団体名 連結方法

① 普通会計 全部連結

法適用 水道事業会計 全部連結

法非適用

国民健康保険(事業勘定)特別会計
国民健康保険(診療所勘定)特別会計

後期高齢者医療特別会計
介護保険(保険事業勘定)特別会計

介護保険(介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定)特別会計
戸別浄化槽事業特別会計
簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計
下水道事業特別会計
競艇事業特別会計

全部連結

③ － －

④

桐生地域医療組合
群馬県市町村会館管理組合
群馬県市町村総合事務組合

群馬県後期高齢者医療広域連合

比例連結

⑤ － －

⑥ (有)浅原体験村 全部連結

⑦ － －

⑧ － －

②

連結対象会計又は団体

普通会計

公営事業会計

地方三公社

第三セクター等

第三セクター等の子会社

共同設立の地方独立行政
法人及び地方三公社

地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

 

 

【連結の種類】 

連結の種類 詳　　　細

全部連結
単体財務諸表又は普通会計財務諸表に、連結対象団体等の財務諸表のすべて
を合算することをいいます。

比例連結
単体財務諸表又は普通会計財務諸表に、連結対象団体等の財務諸表を持分比
率等に応じて合算することをいいます。  
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 38,255,650 ①普通会計地方債 11,381,809

②教育 31,171,536 ②公営事業地方債 6,420,643

③福祉 2,418,885  地方公共団体計 17,802,452

④環境衛生 9,634,147 (2) 関係団体

⑤産業振興 10,657,786 ①一部事務組合・広域連合地方債 441,549

⑥消防 805,613 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 6,841,784 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 441,549

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 99,785,401 (4) 引当金 4,871,929

(2) 無形固定資産 896,430 （うち退職手当等引当金） 4,814,372

(3) 売却可能資産 38,821 （うちその他の引当金） 57,557

公共資産合計 100,720,652 (5) その他 109,987

固定負債合計 23,225,917

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 129,554 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 228,570 ①地方公共団体 1,540,183

(3) 基金等 3,063,803 ②関係団体 71,993

(4) 長期延滞債権 868,801  翌年度償還予定額計 1,612,176

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 174,681 (3) 未払金 189,091

投資等合計 4,116,047 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 213,877

(6) その他 6,050

３　流動資産 流動負債合計 2,021,194

(1) 資金 12,375,417

(2) 未収金 607,692 負　　債　　合　　計 25,247,111

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 18,595 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 53,476 １　公共資産等整備国県補助金等 0

流動資産合計 12,948,228 ２　公共資産等整備一般財源等 0

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 0

４　繰延勘定 1,366 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 92,539,182

資　　産　　合　　計 117,786,293 負債及び純資産合計 117,786,293

連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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２.連結貸借対照表
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３.連結行政コスト計算書



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 92,593,514

純経常行政コスト △ 20,804,324

一般財源

地方税 6,191,373

地方交付税 4,351,762

その他行政コスト充当財源 1,520,567

補助金等受入 8,563,406

臨時損益

災害復旧事業費 △ 12,289

公共資産除売却損益 △ 31,067

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 8,704

資産評価替えによる変動額 733

無償受贈資産受入 500

その他 156,303

期末純資産残高 92,539,182

連結純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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４.連結純資産変動計算書



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

344,282

302,848

27,541,537

6,193,164

4,270,010

3,635,761

15,336,105

3,652,531

2,407,957

2,207,169

389,649

1,046,600

4,351,762

8,086,218

322,694

4,927,830

31,685,280

4,143,743

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,349,332

0

0

654,764

1,087,586

9,887

413,542

597,238

144,330

0

98,079

0

1,052,730

△ 1,539,011

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

8,000

0

0

6,982

34,968

0

2,591,741

0

0

0

0

108,169

290,864

114,003

0

1,649,967

0

0

0

11,867

2,171,003

31,823

318,839

147,247

61,228

12,375,417

571,004

△ 1,599,999

0

1,004,733

11,345,031

25,653
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５.連結資金収支計算書



 ６．普通会計と比較した場合 

 

○貸借対照表 

  資産を 100 としたときに負債及び純資産の割合は以下のとおりとなります。 

 

【資産を 100 としたときの割合】 

【単位：千円・％】

項　　目 普通会計
資産を100と

したときの割合 連結
資産を100と

したときの割合

資 産 93,612,406 － 117,786,293 －
負 債 16,162,877 17.3 25,247,111 21.4
純 資 産 77,449,529 82.7 92,539,182 78.6  

 

負債及び純資産の割合をグラフに示すと以下のとおりとなり、合計は 100 となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計と連結の貸借対照表を比較した場合に、普通会計よりも連結の方が負債の割合が大き

いのは、連結には下水道事業特別会計のように財産の取得の際に地方債を発行する会計が多くあ

り、その会計は資産に対する負債の割合が高いためです。 

 

○行政コスト計算書 

経常行政コストを 100 としたときに経常収益及び純経常行政コストの割合は以下のとおりとな

ります。 

 

【経常行政コストを 100 としたときの割合】 

【単位：千円・％】

項　　目 普通会計 経常行政コストを
100としたときの割合 連結 経常行政コストを

100としたときの割合

経 常 行 政 コ ス ト 15,915,988 － 30,933,234 －
経 常 収 益 639,390 4.0 10,128,910 32.7
純経常行政コスト 15,276,598 96.0 20,804,324 67.3  

 

経常収益及び純経常行政コストの割合をグラフに示すと以下のとおりとなり、合計は 100 とな

ります。 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

連結

普通会計

負債 純資産資産を100としたときの割合

％
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 普通会計と連結の経常収益を比較した場合に、普通会計よりも連結の方が大きいのは、連結で

は経常収益の範囲が広いためです。普通会計では、使用料・手数料及び分担金・負担金・寄附金

のみに対し、連結では保険料、事業収益、その他特定行政サービス収入等も含んでいるからです。 

 

○純資産変動計算書 

期首純資産残高を 100 としたときに純資産増減額及び期末純資産残高の割合は以下のとおりと

なります。 

 

【期首純資産残高を 100 としたときの割合】 

【単位：千円・％】

項　　目 普通会計
期首純資産残高を
100としたときの割

合
連結

期首純資産残高を
100としたときの割

合

期 首 純 資 産 残 高 77,237,651 － 92,593,514 －
純 資 産 増 減 額 211,878 0.3 △ 54,332 △ 0.1
期 末 純 資 産 残 高 77,449,529 100.3 92,539,182 99.9  

 

期首純資産残高を100としたときの期末純資産残高をグラフに示すと、以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通会計と連結の期首純資産残高に対する期末純資産残高を比較した場合に、普通会計が微増、

連結が微減していますが、両方とも幅は少なくほぼ横ばいと言えます。 

 

○資金収支計算書 

期首の歳計現金又は資金の残高を 100 としたときに歳計現金又は資金増減額、経費負担割合変

更に伴う差額及び期末の歳計現金又は資金残高の割合は以下のとおりとなります。 
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経常収益 純経常行政コスト経常行政コストを100としたときの割合

％
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％
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【期首の歳計現金又は資金の残高を 100 としたときの割合】 

【単位：千円・％】

項　　目 普通会計
期首歳計現金・

資金残高を
100としたときの割合

連結
期首歳計現金・

資金残高を
100としたときの割合

期 首 歳 計 現 金 ・
資 金 残 高

1,029,179 － 11,345,031 －

歳 計 現 金 ・
資 金 増 減 額

17,032 1.7 1,004,733 8.9

経費負担割合変
更 に 伴 う 差 額

－ － 25,653 0.2

期 末 歳 計 現 金 ・
資 金 残 高

1,046,211 101.7 12,375,417 109.1
 

 

期首の歳計現金又は資金の残高を 100 としたときの期末の歳計現金又は資金の残高をグラフに示

すと、以下のとおりとなります。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 普通会計と連結の期首の歳計現金又は資金の残高に対する期末の歳計現金又は資金の残高を比

較した場合に、普通会計及び連結ともに増加しています。普通会計では歳計現金となっています

ので、歳入歳出決算額（歳入から歳出を差し引いた額）が増加していることを意味します。連結

では歳計現金以外に流動性の高い財政調整基金や減債基金も含まれ、その残高が増加したことに

なります。 
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％
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